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特集　地域間格差の現状と暮らしへの影響Ⅰ　―社会経済構造の変容と格差形成のメカニズム―

１　はじめに
人口減少と高齢化の進行、産業構造の転換、

中心市街地の空洞化といった構造的課題は、多

くの地方都市に共通する問題となっている（小

田切，2014；山下，2012）。とりわけ、住宅ス

トックの老朽化と空き家の増加は、地域経済の

停滞や景観悪化、防災上のリスクを伴いなが

ら、都市の持続性を脅かしてきた（山崎・中川，

2020）。

こうした状況の中で、近年、空き家を地域資

源として再評価し、移住者や起業者の参入を通

じて再生を図る取組みが各地で展開されている

（馬場＋ OpenA，2016；桑本・青木，2022）。こ

れらの実践は、従来型の再開発や大型投資によ

る都市再生とは異なり、小規模・分散型の更新

を通じて生活と経済の再編を目指す点に特徴が

移住者と空き家再生が支える尾道のまち
の再生プロセス
―成熟期における地域の価値形成と再編条件―

甲南大学経営学部特任教授　望 月　 徹

〜要旨〜
本稿は、広島県尾道市中心市街地を対象として、空き家再生と移住者による生業創出を軸とする地

域再生の構造と、その成熟局面における再編条件を明らかにすることを目的とした。分析にあたって

は、形成期の展開を詳細に検討した望月（2024）の研究成果を踏まえつつ、とりわけ 2010 年代後半

以降の「成熟―再編」段階に焦点を当て検討を行った。

分析の結果、尾道における再生対象は、小規模住宅の改修から、松翠園大広間、オノツテビルヂング、

小林和作旧居といった大型で文化的価値の高い象徴的建築へと高度化していることが明らかとなっ

た。また、信頼関係に基づく柔軟な調整様式は、補助制度や資金調達、文化財保全などの制度的手続

きと結びつき、重層的な調整構造へと移行していることが確認された。さらに近年では、子どもの居

場所づくりや高校生による地域実践など、次世代の関与を促す新たな動きも生まれており、地域再生

の担い手形成という観点から、重要な萌芽が確認された。

以上の考察から、尾道モデルは、経済合理性のみに依拠するのではなく、地域の歴史や記憶、真正

性を価値資源として再編する「豊穣化の経済」として展開していると位置づけられた。その持続可能

性は、信頼関係と制度的枠組みの均衡をいかに維持しうるかに依存する。尾道の実践は、人口減少時

代における地方都市再生の可能性と緊張を内在させる動態的モデルとして位置づけられる。



季刊　個人金融　2026 春
84

特集　地域間格差の現状と暮らしへの影響Ⅰ　―社会経済構造の変容と格差形成のメカニズム―

ある。

一方、こうした地域再生は、市場原理のみ

によって成立するものではなく、これまで

も、社会関係資本や信頼関係に支えられてい

ることが指摘されてきた（Granovetter, 1985；

Putnam,1993・2000）。経済活動は社会関係に埋

め込まれて行われるものであり、地域内外のネッ

トワークが資源動員や合意形成の基盤となる。

また、近年では、文化資源や歴史的建築物を

活用した価値創出が、観光化や商品化と結びつ

きながら進展していることも指摘されている

（Zukin, 2010；Boltanski and Esquerre, 2020）。

こうした取組みは、地域に豊穣化をもたらし地

域ブランドの形成に寄与する一方で、過度な商

業化や排除を伴う危険性も内包している。

こ れ ら の 議 論 を 踏 ま え、 望 月（2024） は、

Storper and Salais（1997）の「生産の世界」論

を援用し、広島県尾道市を事例として、空き家

再生、造船業、観光業といった異質な諸資源が、

「個人間の世界」を媒介として接合され、地域

の価値を形成してきた過程を明らかにした。と

く に、Granovetter（1985） や Putnam（1993・

2000）を参照しつつ、移住者を中心とする実践

主体が、住宅ストックの再生、生業創出、情報

発信を通じて、尾道型再生モデルを構築してき

た点を実証的に示した。

しかしながら、2000 年代後半から展開されて

きたこれらの実践は、約 20 年を経て成熟段階に

達しつつある。担い手の高齢化、改修可能物件

の減少と老朽化の進行、資材費高騰、活動の組

織化・常態化の進展などにより、初期段階にみら

れた流動性や実験性は相対的に低下している 1）。

このことは地域再生モデルの持続性を再検討す

る必要性を示唆する。

本研究は、尾道市中心市街地を対象として、

空き家再生と移住者集積による地域再生の構造

的特質と限界を明らかにし、人口減少時代にお

ける地方都市再生の持続条件を提示し、他地域

にとっての実践的示唆を導出することを目的

とする。特に先行研究では考察が及んでいない

2010 年代後半以降の変化にフォーカスを当て、

尾道型再生モデルの成熟・再編過程を多面的に

検討する。

２　本稿の分析視角と先行研究の位置づけ
（１）尾道型再生モデルの理論的基盤

望月（2024）は、尾道市中心市街地における

空き家再生や移住者集積を、単なるまちづくり

実践としてではなく、地域経済の調整原理の再

編過程として捉え直した点に理論的意義がある。

すなわち、造船業、観光業、空き家再生といっ

た異質な経済活動が、効率性や標準化ではなく、

信頼関係や理念共有を軸とする調整様式のもと

で結びつくことで、尾道という地域に新たに価

値が形成されたことを示した。また、空き家再

生プロジェクトや、関連組織の形成過程、ネッ

トワーク形成の実態についても詳細に分析し、

尾道型地域再生モデルの基本構造を体系的に整

理した。

（２）本稿の問題意識と分析対象の更新
本稿は、望月（2024）の分析成果を理論的・

実証的基盤として継承しつつ、2010 年代後半の

変化に焦点を当てる。とりわけ、本稿が注目す

るのは、①空き家再生活動の成熟と組織運営の

安定化、②担い手層の高齢化と世代交代問題、

③資金調達手法の高度化と金融的自立性、④社

会的活動への展開、⑤中心商店街との関係性の

変容といった諸点である。

これらは、空き家再生活動の形成期において

は顕在化しにくかった課題であり、再生モデル

が一定の成功を収めた後に生じる「成熟期特有

の構造問題」と位置づけられる。
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（３）分析視角の再設定
本稿では、以上の問題意識に基づき、尾道型

地域再生モデルを「形成―成熟―再編」という

時間軸の中で、とりわけ、「成熟―再編」期に

フォーカスを当て再検討する。その際、以下の

3 点に重点を置いて分析を行う。

第 1 に、空き家再生組織および関連主体の運

営構造の変容に着目する。

第 2 に、資金調達・金融関係・補助制度利用

の変化を検討する。

第 3 に、移住者・地域住民間の関係再編過程

を分析する。

これにより、本稿は尾道型再生モデルの動態

的特質と持続条件を再評価する。

３　尾道型地域再生モデルの形成過程
（１）衰退局面における空き家再生の意義

尾道の中心市街地が直面してきた課題は、単

一要因で説明できるものではなく、産業構造・

交通行動・消費行動の変化が重なり合う形で顕

在化してきた。中心市街地活性化政策が全国的

に制度化されてきたこと自体、中心部の空洞化

が「商業の問題」にとどまらず、都市機能・居住・

公共サービスの再編と不可分であることを示し

ている（国土交通省，2021）。

2000 年代後半以降、尾道では空き家再生を起

点に、居住・店舗・宿泊・文化活動が小規模分

散的に立ち上がった。望月（2024）の整理に従

えば、この局面の特徴は、資本装備や規模の論

理ではなく、関係性・共感・物語を媒介とする

調整原理が中心に置かれた点にある。 これは、

Storper and Salais（1997）の「生産の世界」論

が提示する「個人間の世界」の特徴を示している。

すなわち、品質や取引の安定を担保する主要メ

カニズムが、標準化・価格競争よりも、人格的

信頼と参加の慣行に置かれる世界である。 経済

行為が社会関係に「埋め込まれている」という

見取図は、Granovetter（1985）が理論的に提示

しているが、尾道の空き家再生は、まさに所有

者との交渉、その後の改修・運営がネットワー

クを介して成立する点で埋め込まれている。 

次に重要なのは、空き家再生が単発のリノベー

ションではなく、移住者の集積と生業創出を伴

う「連鎖的なまちの更新」に転化した点である。

空き家再生・移住・ツーリズムの接合が、尾道

の価値形成を促した。この連鎖を「建物単体」

ではなく「エリアの変化」として把握する視点は、

馬場＋ Open A（2016）が提起した「エリアリ

ノベーション」の問題設定とも整合的で、 移住

者の活動は、当事者の信頼・規範・ネットワー

クに支えられている（Putnam，1993・2000）。 

（２）ツーリズムとの接合と外部評価の獲得
尾道における空き家再生および移住者による

生業創出の進展は、2010 年代以降の、尾道の観

光需要の拡大と結びつくことで、地域再生を加

速させた。とりわけ、しまなみ海道を核とする

サイクルツーリズムの発展と相まって、各種メ

ディアを通じ、尾道の情報発信が強化された。

また、2015 年の「尾道水道が紡いだ中世から

の箱庭的都市」、2016 年の「『日本最大の海賊』

の本拠地：芸予諸島」、2017 年の「荒波を越え

た男たちの夢が紡いだ異空間―北前船寄港地・

船主集落―」と、3 年連続で日本遺産に認定さ

れた。これら一連の認定は、尾道の有する歴史

的・文化的資源が公的に担保されたことを意味

し、対外的な認知度を飛躍的に高める重要な契

機となった。

これに伴い、ゲストハウス、カフェ、雑貨店、

文化拠点などの集積が進み、観光客と移住者、

地域住民とのタッチポイントは拡大した。この

ような経緯から、尾道におけるツーリズムは、

大規模開発型ではなく、既存の生活文化や小規
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模事業と接合する形で発展してきた。このこと

は、地域内部の実践と外部需要とが相互補完的

に作用する再生構造を形成してきたことを意味

する。それを媒介したのが、1300 人程度が居住

する傾斜地に 300 人超が集った若い移住者たち

だった（望月，2024）。

一方、外部評価の獲得は、常に正の効果のみ

をもたらすわけではない。例えば、Zukin（2010）

は、都市の「真正性（authenticity）」が消費の

対象となることで、場所に付与された歴史性や

物語性といった象徴的価値が商品化され、地価

上昇や排除の力学が生じうることを指摘してい

る。尾道においても、空き家再生や移住者文化

によって形成されてきた「尾道らしさ」そのも

のが市場価値へと転換される。つまり、物件制

約や用途転換圧力は強まる。

すなわち、ツーリズムは地域再生を支える重

要な推進力であると同時に、その成功が新たな

構造的制約を生み出す両義的性格を有している。

この緊張関係のマネジメントこそが、尾道型再

生モデルの持続性を左右する鍵となる。

４　空き家再生実践の成熟と組織化
（１）大型・文化財的建築物への対応と専門化

2010 年代の尾道における空き家再生活動は、

再生対象物件の増加や事業内容の多様化し、活

動は次第に組織的・継続的運営へと移行していっ

た。それに伴い、NPO 法人尾道空き家再生プロ

ジェクトを中核とする取組みは、単発的な改修

から、宿泊施設・交流拠点・文化施設の長期管

理を含む複合的事業へと発展している。この転

換は、馬場＋ Open A（2016）が指摘する「エ

リア単位での段階的更新」に整合し、尾道にお

いても点的再生から面的再生への移行が進行し

たと位置づけられる。

成熟期における最も顕著な特徴の一つは、大

型物件や文化財的価値を有する建築物への対応

が本格化した点である。

代表的事例として、大正期に建設された別荘

建築「みはらし亭」の再生が挙げられる。同物

件は、耐震補強、屋根修復、内装改修など高度

な施工を要し、総事業費は約 2,500 万円に及ん

だ 2）。資金は、クラウドファンディング、市補

助金、個人借入、会員間融資などを組み合わせ

て調達され、約 1 年半にわたる段階的改修によっ

て再生された。

みはらし亭の再生で、大型物件への対応能力

が整った 3）。その後、旧料亭松翠園大広間、旧小

野産婦人科の滞在施設化、小林和作旧居保存な

ど、歴史的価値を有する物件への関与が拡大し

た。これらの取組みは、活動の専門化と協働体

制の高度化を象徴するものであるが、その成熟局

面の意義については第 6 章で改めて検討する。

（２）再生技術と実践知の蓄積
成熟期における重要な特徴として、再生技術

と実践知の体系化が進んだ点が挙げられる。豊

田らは、古材の再利用、部材の転用、手作業に

よる補修などを通じて、コスト削減と文化的価

値保持の両立を実現してきた。その再生技術は、

ネットワークを介した学習と相互支援により発

展してきた（篠部・渡辺，2024・2025）。こうし

た手法は、単なる経済合理性ではなく、「あるも

のを活かす」、豊穣化の経済の視点に基づいて形

成されている（除本・立見，2024）。

（３）社会的機能への拡張
成熟期において注目されるもう一つの変化は、

活動の射程が経済領域を越えて拡張している点

である。例えば、NPO 法人まちづくりプロジェ

クト iD 尾道は、空き家や空き店舗を活用した

大人の居場所づくりに加え、近年はむかいしま

seeds と連携し 4）、子どもの居場所づくりへ活動

領域を広げている 5）。
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これは、高校生との対話や実践活動を通じて、

子どもたちが自ら地域の課題や可能性を考え、

それを具体的な活動として展開する機会を創出

する取組みである。ここでは大人が主導するの

ではなく、子ども自身の主体的な発想を引き出

し、それを地域側が支援するという形がとられ

ている。

このような取組みは、空き家再生が単なる不

動産活用や小規模起業の創出にとどまらず、地

域社会の担い手形成や社会関係の再構築へと接

続しつつあることを示している。すなわち、尾

道における再生モデルは、経済的再生を基盤と

しながら、次世代育成や地域社会の再生を含む

社会的実践へと射程を広げつつある段階にある。

（４）信用の蓄積と資金調達構造の高度化
成熟期における活動基盤を支えているのは、

長期的実績の蓄積によって形成された社会的信

用である。豊田らの実践においては、複数の大

型案件を成功させた実績が、資金調達の円滑化

を可能にしてきた。

とくにクラウドファンディングの活用は、資

金調達手段であると同時に、活動の社会的正統

性を可視化する機能を果たしている。また、補

助金や金融機関融資との組み合わせにより、注

２に示したように、多層的資金構造が形成され

ている。

持続的まちづくりには、地域金融との協働関

係が重要な要素となるが、尾道においても、非

営利組織と金融機関の間に形成された信頼関係

が、再生活動の拡張を支えている。

（５）成熟期における構造的制約と課題
一方で、こうした成熟は新たな構造的な制約

も生み出している。まず、再生可能な物件は年々

減少し、立地条件や保存状態の良い物件は希少

になっている。さらに近年は、資材費や人件費

の高騰により改修コストが上昇し、初期段階に

見られた低コストの再生モデルを維持すること

が難しくなりつつある。また、活動が長期化す

るなかで担い手層の固定化が進み、世代交代と

いう課題も顕在化している。

加えて、活動の制度化や組織的運営の進展は、

意思決定の慎重化やリスク回避傾向を強め、初

期段階における柔軟性や即興性を相対的に弱め

る側面を持つ。山下（2014）が指摘するように、

地域再生の成功事例ほど制度化に伴う硬直化に

直面しやすい。尾道においても、再生モデルの安

定化と柔軟性の維持との間には、一定の緊張関

係が生じており、この均衡をいかに保つかが、今

後の持続性を左右する重要な課題となっている。

５　�商業・サービス業の変容と中心市街地の
再編

（１）商都・尾道の形成と商業文化の蓄積
尾道市の商業・サービス業を理解するには、

まず「商都・尾道」がいかに成立し、どのよう

な交易・金融・文化の基盤を形成してきたかを

押さえる必要がある。尾道は、嘉応元（1169）

年に後白河院庁が備後国大田荘倉敷地として公

認したことを契機に、大田荘の年貢米の保管・

積出港として位置づけられ、港町として発展し

た。中世には問丸や梶取などの海運業者が活動

し、定期市の成立を通じて物資集散機能を高め、

港町として人口規模も拡大した。近世には西廻

り航路（北前船）寄港地として中継交易を担い、

島嶼部・内陸部への流通結節点として機能した。

さらに重要なのは、交易と結びついた歓楽・

接待機能や、金融・信用の発達である。近世後

期の商人層が担った金銭貸付は、明治期の金融

機関設立へと連なり、尾道は「港×流通×金融」

の複合的商業都市として厚みを増した。

また、近世以来の有力商人による別荘（茶園）

文化は、文人墨客や画家を招き入れる土台とな
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り、尾道の芸術文化の定着にも寄与した。この

文化の形成史は、のちに「小林和作」等を含む

文化的資産が、中心市街地の物語性や象徴価値

（後述）を支える背景として作用し得る点で、現

代の再生局面へも連続している。

（２）�高度成長期以降の停滞：交通体系・流
通構造の転換と中心の空洞化

戦後の尾道は、港湾機能の発展が期待されつ

つも、道路網整備とモータリゼーション、全国

的流通システムの確立という構造変化の中で、

卸売・小売の優位性を相対的に失っていった。

一方で、広域中心都市（広島市）や備後地方

中心（福山市）の商業機能集積、郊外型店舗は

拡大した。

この局面は「中心市街地衰退」を全国現象と

して捉える議論とも整合的である。たとえば、

長坂（2011）は、中心市街地の衰退要因を、制度・

郊外化・交通機能衰退などの外部要因と、商店

街側の適応遅れや権利関係等の内部要因が複合

したものとして整理し、タウンマネジメントの

必要性を説いた。

また、制度面では、中心市街地活性化法・改

正都市計画法・大規模小売店舗立地法（いわゆ

る「まちづくり三法」）をめぐる政策転換が、都

市空間と商業立地の力学を組み替えてきたこと

が指摘される（矢作・瀬田，2006）。

（３）�尾道本通り商店街：衰退の実相と組織
的課題（2010年代以前の到達点）

尾道本通り商店街は、約 1.1 〜 1.2km に連な

る中心商店街で、複数の商店街組織によって構

成されてきた。この商店街の実態調査として、

尾道大学の研究室が中心となり、商店主アンケー

トや来店客・通行人アンケート等を実施し、現

状把握と「いい商店街」像の検討、方策提言ま

でを射程に入れた報告書が公表されている（尾

道大学経営情報学部小川研究室，2012）。

同報告書は、全国的傾向としての「シャッター

通り化」、商店主の高齢化、人通り減少といった

現象を前提にしつつ、外部要因（郊外化・制度

環境・交通）と内部要因（変化への適応、地権

者性、権利関係等）が複合する構造を整理して

おり、尾道の中心商業の課題を全国的な文脈の

中で位置づける視座を与えてくれる。

尾道本通り商店街の衰退は「需要減」だけで

はなく、①商圏構造の変化、②交通・回遊の変化、

③郊外大型店・広域中心への吸引、④組織の担

い手・合意形成の弱体化が重なった、構造的再

編として把握される。

（４）�2010年代以降の反転：観光増加と移
住起業による「観光型商店街化」

しかし 2010 年代以降、尾道の中心市街地に

は変化が生じた。2011 年までの通行量は低迷し

ていたが（尾道大学経営情報学部小川研究室 , 

2012）、その後回復に転じた。しまなみ海道のサ

イクリングが注目され、相次ぐ日本遺産認定な

どを追い風に観光入込が増加し、それが中心市

街地へも波及した。

この需要変化に呼応したのが、空き家再生を

起点とする移住者・起業者の集積である。彼らは、

中心商店街や傾斜地・路地空間に小規模店舗（カ

フェ、雑貨店、書店、工房等）を開き観光客向

けの体験・物語性を帯びた商品・サービスを供

給することで、中心商業の性格を「生活必需の

最寄品中心」から「観光消費・体験中心」へ変

化させた（望月，2024）6）。

この局面は、一般論としてのリノベーション

／エリアリノベーションの方法論とも整合する。

馬場＋ Open A（2016）は、建物単体からエリ

アへと波及する「変化の構造」を、実践の集合

として提示し、その事例の１つに尾道を含めて

いる。

また、中心商業政策の観点からは、渡辺（2014）
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が、商業とコミュニティの関係を視野に入れつ

つ、1990 年代以降の政策転換を総点検し、商店

街再生が「単なる売上回復策」ではなく、地域

社会の再編と結びつくことを論じている。

したがって尾道の中心商業の反転は、観光需

要の増加だけで説明されず、空き家再生・小規

模起業・情報発信・公共／民間投資が織り重なっ

た「場所の再編集」として把握する必要がある。

（５）�成熟期の緊張：担い手の分節、守旧性、
「真正性」の商品化リスク

ただし、ここで強調すべきは、再生が進むほ

ど新たな緊張が生まれる点である。第 1 に、中

心商店街の既存店舗には、郊外（例：東尾道等）

で安定的に商売を営む層も含まれ、中心部の革

新的転換に必ずしも積極的でない場合がある（＝

守旧性）7）。商店街組織が高齢化・後継者不足に

直面する中で、組合の人的・財政的基盤が弱まり、

新しい事業に取り組む余力が縮小するという悪

循環が生じ得る。

第 2 に、移住起業者は独自ネットワークを形

成しながらも、既存の商店街組織に参加しない

ケースが少なくない。結果として、新規参入が

商店街組織の運営・伝統行事の継承・合意形成

の強化に直結しない「担い手の分節」が生まれ

うる。こうした問題は、中心市街地活性化をめ

ぐる一般論（タウンマネジメントの不在、地権

者性の壁）とも重なる。

第 3 に、外部評価（観光・メディア・文化資

本の流入）が「常に善」とは限らない。

都市の「真正性（authenticity）」は、地域の

価値を創造する一方（除本・立見，2014）、消

費の対象となることで、場所の価値が再編さ

れ、価格上昇や排除の力学が生じ得る（Zukin，

2010）。 尾道でも、観光景気が空き家・歴史的

建物の用途転換圧力を高め、保存・継承と短期

収益が衝突する可能性は、成熟期の論点として

明示しておく必要がある。

以上より、尾道本通り商店街の現在地は、①

観光・移住起業による更新、②既存組織の弱体

化と守旧性、③真正性の商品化という三つのベ

クトルが同時進行する「成熟期の再編局面」と

して位置づけられる。

６　�成熟局面における再編と持続条件―大型
物件・文化資産への展開と調整構造の複
雑化―

（１）成熟局面の到来と再生条件の変質
尾道における空き家再生は、2000 年代後半以

降、斜面地を中心とする小規模物件の改修と、

移住者による生業創出を軸に展開してきた。形

成期においては、市場評価の低い住宅ストック

を低コストで取得し、ボランティア労働や知人

ネットワークを通じて改修を行うことが可能で

あった。再生は小規模・分散型であり、失敗の

リスクも限定的であった。

しかし約 20 年を経た現在、再生対象は質的に

変化している。残存する物件は、構造補強や耐

震対応を要する大型建築、歴史的価値を帯びた

近代建築など、改修難度の高いものが増加して

いる。資材費の高騰や法規制への適合も不可避

となり、従来の柔軟な改修モデルのみでは対応

が難しい局面が現れている。成熟とは、活動が

安定した状態を指すのではない。むしろ、再生

の対象が高度化し、調整負荷と判断の重みが増

す局面への移行である。尾道の空き家再生は現

在、この条件変化に直面している。

とりわけ、尾道の空き家再生プロジェクトは、

活動が接道不良物件の活用から、解体の瀬戸際

にある歴史建築の保存へ展開している（豊田，

2024）8）。「瀬戸際不動産」という概念は、市場

論理において合理的とされる解体を文化的視点

から再評価する試みである。相続や固定資産税
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負担、駐車場需要などの経済合理性が解体を促

進するなかで、尾道の実践は別の判断軸を提示

している。

Zukin（2010）は、真正性が消費の対象とな

ることで都市空間が再編される過程を論じたが、

尾道の場合、真正性は商品化される以前に保全

対象として位置づけられている。ここでは、交

換価値よりも使用価値、さらには記憶価値が重

視される傾向がみられる。すなわち成熟局面に

おいては、空き家の活用にとどまらず、都市の

価値判断基準そのものを問い直す方向への転換

が生じている。

（２）�「瀬戸際不動産」の保全―大型歴史的建
築の再生と成熟局面の質的転換―

尾道における空き家再生は、当初、小規模な

住宅改修や路地物件の活用を中心として展開さ

れてきた。しかし成熟期に入ると、その対象は

明らかに変質している。再生の対象は、単なる「空

き家」から、地域の歴史的・文化的記憶を体現

する象徴的建築へと拡張している。この転換を

象徴するのが、松翠園大広間、旧小野産婦人科（以

下、オノツテビルヂング）、小林和作旧居の再生

である。

①松翠園大広間―「料亭文化」の再編集―

旧料亭松翠園の 60 畳大広間は、尾道の商都と

しての歴史的記憶を反映した空間であった。近

世以来、尾道は北前船寄港地として商人文化を

育み、茶園文化や料亭文化が形成された。松翠

園はその系譜に位置づけられる。この再生は、

単なる空間活用ではない。それは、尾道の「接

待文化」「社交文化」「商業的公共性」を現代的

に再編する試みである。

この再編により茶園文化は歴史的な記述を

伴って蘇り、尾道の今にアクセントをつけて豊

穣化する（除本・立見，2024）。すなわち、過去

の商人文化が、イベント空間・文化活動空間と

して再意味化されることで、新たな象徴価値が

付与されている。ここでは、「歴史は消費される」

のではなく、「歴史が現代の活動基盤として再編

される」。

②オノツテビルヂング―近代商業建築の再定位―

オノツテビルヂングは、昭和初期に建設され

た近代建築、「旧小野産婦人科医院」であり、尾

道の都市近代化を象徴する存在であった。戦後

の流通構造変化と中心市街地衰退のなかで機能

を失っていたが、再生によって新たな用途が与

えられた。

この事例の重要性は三点にある。

第 1 に、近代期の商業建築が「負の遺産」で

はなく「再編集可能な資産」として認識された。

第 2 に、改修が全面建替ではなく構造保存型

で行われた。

第3に、用途が単機能ではなく複合的である 9）。

ここでは、空き家再生が住宅ストック再利

用の段階を越え、「都市スケールの記憶保存」

に踏み込んでいる。Storper and Salais（1997）

の枠組みでいえば、工業の世界や市場の世界

に属していた近代商業建築が、「個人間の世界」

によって再接合されたのである。

③小林和作旧居―芸術的象徴資産の保全運動―

小林和作旧居の再生は、より政治的意味を帯

びる。老朽化を理由に解体案が提示されたが、

反対運動を経て修復へと転換した。このプロセ

スは、単なる物件保存ではなく、「地域の象徴資

産を誰が定義するのか」という問いを内包して

いる。和作は尾道風景を描き続け、地域の視覚

的イメージを形成した画家である。その旧居保

存は、地域の美的記憶を守る行為でもある 10）。

建物の価値は、市場価格ではなく地域的な意

味によって再評価される。この事例は、空き家

再生が経済再生を超え、「文化的主権の確保」へ

と深化していることを示している。
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これらの大型建築再生は、移住者のみの実践

では成立し得なかった。歴史的建築の保存判断

には、地元所有者、行政、地域住民の合意形成

が不可欠である。成熟局面では、移住者が単独

の革新主体である段階を越え、地域内部の利害

調整に参与する存在へと位置づけが変化してい

る。すなわち、関係は「外部者による挑戦」か

ら「内部的再編への関与」へと転換している。

（３）調整構造の複雑化と資金動員の多層化
成熟局面では、再生対象の高度化に伴い、組

織運営の様式も変容している。形成期において

は、中心的担い手の個人的信用とネットワーク

に依存する非公式的運営が可能であったが、現

在では、常勤体制の確立、役割分担の明確化、

対外的説明責任の強化など、組織的基盤の制度

化が進展している。すなわち、運動的段階から

事業的段階への移行が観察される。

成熟局面では、補助金申請、プロポーザル審査、

文化財登録手続、専門業者との分業、クラウド

ファンディング活用など、制度的・専門的要素

が重層的に加わる。

たとえば「みはらし亭」再生では、クラウドファ

ンディング、行政補助、個人借入を組み合わせ

ることで資金を調達した。実践の蓄積が信用を

生み、その信用がさらなる資金動員を可能にす

る循環が形成されている。

成熟とは、関係性が失われることではない。

むしろ、信頼関係を基盤としつつ、制度的手続

きを組み合わせることで調整構造が複雑化する

段階である。

（４）担い手継承と次世代育成
一方で、成熟局面では担い手の固定化や壮年

化という課題も現れている。尾道空き家再生プ

ロジェクトが約 20 年の活動を経るなかで、中心

的担い手の世代は 40 代後半から 50 代へと移行

している。

こうした状況を補完する試みとして、NPO 法

人まちづくりプロジェクト iD 尾道は、若い担い

手の育成を目的とした「子どもの居場所づくり」

に取り組んでいる。高校生との対話や実践活動

を通じて、次世代が地域の課題に主体的に関わ

る機会を生み出している。

取組開始から 3 年目には、具体的な地域実践

も生まれている。尾道商業高校の課題研究から、

漁師町吉和地区の活性化事業が構想された。生

徒はクラウドファンディングを活用し、廃港と

なった福田港と吉和港を船で結ぶ事業を計画し、

移動そのものを観光体験化する試みを進めてい

る。まちづくりプロジェクト iD 尾道も福武財団

の助成を活用して支援を行った。

この事例は、地域再生が単なる空き家活用に

とどまらず、担い手育成や社会関係の再構築へ

と接続していることを示している。

（５）小括―成熟期の持続条件―
以上の分析から、尾道における成熟局面の特

徴は次のように整理できる。

第 1 に、再生対象の高度化である。

第 2 に、文化資産の保存と価値の再編である。

第 3 に、調整構造の重層化である。

第 4 に、担い手継承への課題である。

尾道モデルは、形成期の柔軟な実践を基盤と

しながらも、より高度な調整を必要とする段階

へ移行している。成熟とは終着点ではなく、再

生の条件が変化するなかで実践を組み替えてい

く過程である。

７　おわりに
本稿は、広島県尾道市中心市街地を対象とし

て、空き家再生と移住者集積を基軸とする地域

再生の構造的特質と、その成熟局面における再

編条件を明らかにすることを目的とした。望月

（2024）の研究を踏まえつつ、2010 年代後半以
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降の展開に焦点を当て、形成期から成熟期への

移行過程を検討してきた。

本稿の第１の到達点は、尾道における再生が、

単なる空き家活用や小規模起業の集積ではなく、

「瀬戸際不動産」という概念を通じて文化的価値

を有する建築の保存・再生へと展開している点

を明らかにしたことである。松翠園大広間、オ

ノツテビルヂング、小林和作旧居などの事例は、

空き家再生が住宅ストック再利用の段階を越え、

地域の歴史や記憶を価値資源として再編する段

階に入ったことを示している。これは Boltanski 

and Esquerre（2020）のいう「豊穣化の経済」

に照応する現象と理解できる。

第 2 に、成熟局面では、再生の重心が量的拡

大から質的転換へと移行していることを示した。

形成期においては、小規模物件の改修や移住者

による生業創出が中心であったが、成熟段階で

は大型建築や文化資産の保存、制度的手続きの

増加、専門的分業の導入など、調整構造が高度

化している。すなわち、尾道型再生モデルは、

信頼関係を基盤とする「個人間の世界」を維持

しつつも、制度的調整を組み込んだ重層的構造

へ移行している。

第 3 に、成熟は同時に担い手継承という新た

な課題を伴うことを明らかにした。尾道空き家

再生プロジェクトの活動は約 20 年を経て担い手

の世代が固定化しつつあるが、その一方で、ま

ちづくりプロジェクト iD 尾道による子どもの居

場所づくりや高校生の地域実践など、次世代を

巻き込む試みも生まれている。これらの活動は、

地域再生が経済的再生にとどまらず、社会的関

係の再構築や担い手形成へと展開していること

を示している。

以上の考察から、尾道モデルは、単なる成功

事例として理解されるべきものではない。むし

ろ、人口減少社会において、信頼関係を基盤と

した実践が文化資産の再評価や社会的関係の再

構築と結びつきながら持続可能性を模索する「進

行形の地域再生モデル」として位置づけられる。

地方都市再生の持続条件は、外部資本の導入

や大規模再開発にのみ求められるものではない。

地域内部において価値を再編集し続ける能力を

いかに維持できるかにある。尾道の事例は、そ

の可能性と同時に成熟局面における調整の困難

さを示している。本稿が、人口減少時代におけ

る地方都市再生の再検討に資する一助となれば

幸いである。

【注】

1）2024 年 9 ⽉ 6 ⽇、村上博郁へのインタビュー調

査による。2026 年 3 ⽉ 8 ⽇電話で追加のインタ

ビュー調査を⾏った（11:00-11:30）。

2）内訳は、クラウドファンディング 600 万円、尾道

市からの補助 600 万円、個⼈借⼊れ 500 万円、会

員間融資 500 万円、その他 300 万円（豊⽥雅⼦ 杭

瀬講演会（2022 年 10 ⽉ 29 ⽇）で聴取した）。講

演会ではまた、密かに聞いた業者の⾒積もりだと

費⽤は「億」の単位だったことが明かされた。

3）2016 年 4 ⽉オープンのみはらし亭に先⽴ち、

2012 年 12 ⽉開設のゲストハウスあなごのねどこの

再⽣で実績を積んだ。

4）むかいしま seeds は、「ユースセンターズ」とい

う、10 代の若者と地域、学校と地域をつなぐ事業を、

尾道商業⾼等学校をモデルに⾏なっている。これ

は尾道で活躍する様々な職業の⼤⼈が、映像制作

や哲学対話、起業研究やフィールドワークを⾏う

活動で、まちづくりプロジェクト iD 尾道はその重

要なプレイヤーの１つとなっている。

5）注１参照。

6）ただし、その動きは萌芽にとどまり、アーケー

ドの⽼朽化やスーパーの撤退による地元客の流出、

そして観光ニーズと⽣活ニーズの⽭盾に抱える既
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存店主たちの悩みを、抜本に解消するには⾄って

いない（彭・⼭崎，2025）。

7）注１参照。

8）「今我々が尾道に必要と感じているのは『壊さな

い不動産』の存在です。我々は『瀬⼾内』と『瀬⼾際』

をかけて『尾道瀬⼾際不動産』と名付けました」（127

⾴）。

9）元院⻑である⼩野鐵之助は画家「⼩林和作」と

親しく、この建物には和作の壁画が残っている。

その壁画のある１階はまちに開かれた店舗として、

また、２階は中⻑期滞在施設として再⽣された。「オ

ノツテ」とは、まちの歴史を物語るこの建物が、「オ

ノミチ」で「ツテ」をつくるきっかけになることへ

の期待が込められている。

10）トークイベント、ワークショプ、ツアーなどを

開催した（⼩野，2022）ほか、和作没後 50 周年に

合わせ「和作ウィーク 2024」を実施している（⼩野，

2025）。
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